



































19 世紀の最後の四分の一から 20 世紀の最初の四分の一にかけて，合衆国はマスコミュニ
ケーションの大変革を経験した。新聞印刷のような古いメディアの技術はより安価により効
率的になり，そして新しいコミュニケーションの技術が開発され，拡大しつつある都市住民
に広がっていった。1900 年までには，新聞は 100 世帯中の 94 世帯に広がり，1920 年までに














（bad tendency）」をもつスピーチを罰することは，州の統治権限（police power） の正当な
行使と見ることができる 4）と裁判所は判断した。それらの判断を悪しき傾向のルールとして，
修正第 1 条に基づく訴訟が連邦裁判所に提訴された。
Gitlow v. People of New York（1925）5）において最高裁は，言論や出版（press） の自由は，
憲法によって保障されているが，それは責任をともなわない絶対的な権利ではなく，州は，
その統治権限の行使として，そのような言論や出版の自由を濫用した者を処罰することがで

































































































































Radio Commission） が，「公的な利益（public interest）」の基準に適合するかなどの多くの
条件を審査することとなった。31）そして，連邦議会は委員会にその基準を設定する権限を
与 え た。1934 年 に は， 連 邦 議 会 は ラ ジ オ 法 を 引 き 継 ぐ コ ミ ュ ニ ケ ー シ ョ ン 法（the 
Communications Act） を可決し，FRC にかわって創設された連邦コミュニケーション委員
（the Federal Communications Commission： 以下 FCC と略す） に規制権限を委任した。32）
FCC の重要な機能は，FCC は政治的に不人気なあるいは対立的な放送者の免許の更新を
拒否することができることであった。それに対して提起された訴えに対して，首都特別区巡























た。全国放送協会（National Association of Broadcasters：以下 NAB と略す） は，自主規制







































コミュニケーション法は，放送局が独占禁止法（the antitrust law） に違反した場合，放
送免許を取り消すことができることを規定していたが，1930 年代中ごろまでは，独占的慣


























1940 年に FCC は Mayflower doctrine を発し，これが先駆けとなって，放送局に対し，争
いある論点を示しすべての見解についてバランスを保つように義務付ける公正原則
























新 聞 の パ ブ リ ッ ク フ ォ ー ラ ム と し て の 論 議 は， 出 版 の 自 由 に つ い て の Hutchins 

















































は Kennedy 大統領や Johnson 大統領により発せられた大統領命令（Executive Order） のも
とである。これらの大統領命令は，公民権運動とパラレルに起きたものだが，公民権法（the 
Civil Rights Act） の制定と前後して発せられた。58）
1961 年に Kennedy 大統領によって発せられた大統領命令第 10925 号 59）により，連邦政府
と契約を交わす経営者は人種，信条，色，出身国に基づく雇用差別を行うことを禁止された。










ブアクションという語をもたらしたのは Johnson 大統領の発した大統領命令第 11246 号 64）




設されたことである。連邦契約遵守局（Office of Federal Contract Compliance：OFCC） で
ある。65）なお，この時点ではまだ命令には差別禁止の対象に女性は含まれていなかった。
1967 年に大統領命令第 11375 号により修正され，性別による差別が禁止の対象となった。66）



















































































入学ポリシー（admission policy） は憲法上許容されるであろうか ?　Fisher Ⅱ 82） 判決は人
種を考慮した入学ポリシーに関わるアファーマティブアクションについての新しい法理を打
ち出した。人種を考慮した入学プログラムは，訴訟提起人に適用される限りにおいて，平等


























































































憲法修正第 1 条，第 13 条であるとの認識をもとに，考察を進めたものである。
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The First Amendment and Diversity
Tomoki SAWADA
Abstract
In the modern new world, the mass media dominated public discourse. The mass media 
had become indispensable to public discussion, and mass communications had 
undermined the possibility of widespread participation. This crisis of communication 
became a crisis in the freedom of speech. In the 1930s, the Supreme Court identified the 
paramount values of the First Amendment as freedom of expression and freedom of public 
discussion. This article describes the development of the public forum doctrine.
